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令和４年度第３回安全パトロール結果 

 

安全パロトール実施日：2022 年 12 月 16 日（金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

塩島副分会長挨拶（パトロール出発前） 

 

建災防長野県支部大北分会 
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No.1 

１ はしご・脚立の点検 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はしごの支柱部分が変形 

 

【改善に要する事項】 

〇はしごの点検・新しいものに交換 

はしご等からの墜落・転落による死傷災害は、墜落・転落災害による災害全体の２割を占

め、建設業では、墜落・転落災害の約３割と最も多くなっています。また、建設業以外に

も商業、製造業などの職場で多く発生しています。はしごにゆがみ・反り等の変形があれ

ば、墜落・転落を誘発する原因となります。作業員の安全・安心を確保するため、速やか

に新しいものに交換してください。 

 

 

← 支柱が変形 

三大災害：墜落・転落 

今回のパトロール現場 
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❖ はしごや脚立は、安心してご利用いただけますか？ 

労働安全衛生法では、働く人の職場での安全と健康を守るために、雇用主は

安全と衛生に十分に配慮することが義務付けられています。また、働く人自

身も、職場の安全に気を付けなくてはいけません。ご使用前に点検シートで

点検してください。 
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No.2 

２ 現場の整理整頓 

整理整頓はすべての基本 

  がんばれ現場監督  整理整頓はすべての基本 

 現場でも家庭でも整理整頓は、とても大事です。 

 「整理」とはいらないものを捨てること。 

「整頓」とは必要なものがすぐに取り出せるようにすることです。 

 それに加えて、きれいに「掃除」をすることとその状態を「清潔」に 

保つこと。また、誰かに言われるわけでもなく当たり前のようにやり 

続けるという「習慣」を合わせて「５Ｓ」と呼びます。 

 整理整頓をがんばっても、工事は進みません。 

整理整頓に時間とお金を使っても工事は完成しません。 

いいえ、そんなことはありません。 

整理整頓ができていない現場は、安全も品質も工程も原価もすべてがだら

しなくなります。 

 一方、整理整頓ができている現場は、安全も工程も品質もよく、結果的に

は利益も出ます。 

やはり整理整頓はすべての基本なのです。 

ふと見てみると自分のオフィスの机の上や引き出しの中は、 

忙しさにかまけて雑然として書類が山積みになっています。 
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 部屋もなんだかんだ言いながら、やたら「モノ」が増えてどうしようもあ 

りません。場が乱れているということは、それだけで心も乱れてしまいま 

す。 

仕事ができるすべての人が整理整頓ができているとは限りません

が、いつも整理整頓できている人は、間違いなく仕事ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現場の整理整頓（良好）：今回のパトロール現場 

 

 

 

 



p. 11 

 

No.3 

３ 掲示板の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【改善を要する事項】 

⑴  作業主任者職務表示板の掲示 

事業者は、高圧室内作業その他の労働災害を防止するための管理を必要とするもので政令

で定めるものについて、作業主任者を選任しなければなりません（第 14 条）。作業主任者

は、作業に従事する労働者の指揮のほか、機械・安全装置の点検、器具・工具等の使用状

況の監視等の職務を行う。「労働災害を防止するための管理を必要とするもので政令で定

めるもの」は、施行令第 6 条 1～23 号に列記されています。 

事業者は、作業主任者を選任したときは、当該作業主任者の氏名及びその者に行わせる事

項を作業場の見やすい箇所に掲示する等して、関係労働者に周知させなければなりません

（規則第 18 条）。 

◇ 追加チェックポイント 

施工体系図：標識寸法指定なし 

（見やすい大きさにして掲示） 

 

→ A3 版でも小さく見えにくい 

今回のパトロール現場 
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作業を同一の場所で行なう場合において、当該作業に係る作業主任者を 2 人以上選任し

たときは、それぞれの作業主任者の職務の分担を定めなければなりません（規則第 17

条）。労働安全衛生法に定める他の安全衛生管理体制とは異なり、14 日以内の選任義務

や、所轄労働基準監督署長への報告書提出義務はありません。 

事業者から作業主任者に選任されるためには、当該業務に関連する定められた都道府県労

働局長の免許を所持するか、又は都道府県労働局長等が行う技能講習を修了していなけれ

ばなりません。作業主任者の資格が免許によるものか技能講習によるものかは、労働安全

衛生規則に従うこととなっています（規則第 16 条）。 

作業主任者を選任しない事業者（法人、個人事業者、法人の代表者又は法人若しくは個人

事業者の代理人、使用人その他の従業者）は、6 ヶ月以下の懲役または 50 万円以下の罰

金に処せられます（第 119 条）。 
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⑵  緊急連絡先はしっかりと掲示する 

 工事を進めていくと、万全を期していても不測の事態に襲われる可能性はゼロではありま

せん。工事関係者として、常にそのことを念頭において現場を進めていかなければなりま

せん。工事の際にけが人が出るかもしれません。 熱中症で倒れる職人さんが出てくるかも

しれません。 クレーン車で荷揚げをする際、電線を切ってしまうかもしれません。 

 こうした「若しも」の時のために、「緊急連絡先」を掲示します。 

「当たり前だろ」と思われるかも知れませんが、この当たり前が出来ていない現場があり

ます。着工前の工事説明会で、資料として添付する会社もありますが、やはり現場にも貼

るべきです。 

 不測の事態の発見者が、「どうしたらいいのか分からない。」という事を避けるため、確実

に行って下さい。 緊急事態が起こった際、先ず発見者が現場代理人に連絡します。 

現場代理人は状況を把握し、関連する機関への連絡を素早く行います。 

 二次災害を防止する処置をとり、関連施工会社への連絡を行います。  

主な記載先として、「電力会社」、「水道局」、「ガス会社」、「電話会社」、「労働基準監督署」、

「警察署」、「消防署」、そして忘れてはならないのが「病院」です。 

 病院は、救急として連絡先を「１１９番」としていいのですが、一緒に近隣の救急病院の

詳細と車での所要時間、地図と道順を掲示します。  

 人命が一番。応急処置を終えても、時間帯や場所によっては、救急車の到着が遅くなる可

能性があります。どの様な場合も、臨機応変に対応したいものです。 
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掲 示 場 所 ： 現場事務所等の見やすい場所に標示する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時連絡表掲示例（表は見やすい大きさ） 
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現場緊急連絡体制表（作成例） 
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No.4 

４ 昇降足場設置の必要性・安全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昇降足場：固定・手摺等の必要性 

 

【改善を要する事項】 

昇降足場は、現場内を昇り降りするために設置される足場のことを指します。 

労働安全衛生規則では、高さ（または深さ）が 1.5 メートルを超えるところで作業を行

う際は、安全に昇降する設備を設けなければならないとされており、昇降設備の設置は

必須となっています。（労働安全衛生規則：526 条） 

昇降足場を設置すると、作業者の安全確保、及び作業者は常に最適な作業を行うことが

可能となり、そのため作業効率向上に期待ができます。 

 

 

 

三大災害：墜落・転落 

今回のパトロール現場 
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昇降足場設置例（良好） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昇降足場設置例（良好）：今回のパトロール現場 
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No.5 

５ 輪止めの設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輪止めの設置（桟木は NG）：今回のパトロール現場 

 

【改善を要する事項】 

車両の逸走防止のため 輪止めを使用してください 

現場では、傾斜した 場所に車両を駐車しなければならない場合が少なく 

ありません。そのような場合、サイドブレーキを確実にひいて逸走を防ぐ 

ことが必要ですが、更に輪止めを設ければ車両逸走による事故の確実な防 

止ができます。 
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労働安全衛生法では車両系建設機械の運転者が“運転位置から離れるとき”

にはバックホウであれば、バケットを地上に降ろし、エンジンを停止させな

けばなりませんし、走行ブレーキを備えた車両であればブレーキを掛けてか

らでないと、運転席から離れることは許されません。ただし、この規定は必要

最低限の決まりであり、ブレーキが緩んでいれば走り出してしまう恐れのあ

る傾斜地などでは更に安全を考慮して、輪止めを設けるべきです。  

 

※ 傾斜した場所に車両を停めておく際は、輪止めを掛けてください。   

輪止めの種類は問いません。既製品のゴム製、金属製だけでなく、角材で

作った木製のものでも勿論かまいません。但し、石を挟み込んだり桟木を

噛ませておくだけなどは輪止めとは認めません。  

 

 

 

 

輪止め設置(石は NG)                輪止め設置(良好例) 

 

 

 

 

今回のパトロール現場 

サイドブレーキ 

が甘く、輪止め 

も不安全だった 
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No.6 

６ 重機の接触事故防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多くの建設機械が稼動（今回のパトロール現場） 

 

【重機作業での注意事項】 

重機との接触は重傷事故につながります。現場関係者全員がルールを守るこ

とが必要です。重機はその大きさや重量が人の数倍～数百倍あります。 

また、車体からの死角も多くあり、ひとたび重機と接触すれば甚大な被害 

となります。今一度、安全対策の再確認を行い事故防止に努めましょう。 

 三大災害：建設機械・クレーン等 
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重機接触事故を防止するためには重機には死角が多く存在し、大きさや構造

によって死角の範囲が異なります。重機の特性、現場環境に応じた作業計画・

作業手順を定めましょう。 作業が進むにつれ、作業箇所が変化していきます。

作業計画・作業手順において、作業進捗に合わせて誘導員の誘導位置の変更

を明確に定め、指示しましょう。作業前に重機オペレーターと誘導員は作業

内容と合図方法を確認しましょう。作業中は誘導員の合図なしには重機操作

を行わないようにしましょう。重機の誘導員は、誘導に気を取られて、誘導員

自身が事故に巻き込まれることがないよう注意しましょう。 重機を操作した

ことのない作業員を運転席に座らせ、運転席から見た死角の多さを確認する

等の「体で感じる安全教育」を取り入れ、重機の作業範囲に近づくことの危険 

性を再認識する機会を持つようにしましょう。 

 

重機による事故対策 6 つの盲点 

1 土 木 工 事 で 最 も 死 亡 災 害 が 多 い の は 重 機 の 稼 働 時 で は な く 移 動 時 。  

 

2 バ ッ ク ホ ウ は 旋 回 、 後 退 時 だ け で な く 、 前 進 時 に も リ ス ク が あ る 。  

 

3 重 機 の 作 業 半 径 内 を バ リ ケ ー ド な ど で 囲 う だ け で は リ ス ク は 十 分 に 下  

が ら な い 。  

 

4 人 間 の 注 意 力 に は 限 界 が あ る 。 こ の こ と を 肝 に 銘 じ る 。  

 

5 安 全 装 置 が 付 い て い て も そ れ を 機 能 さ せ な け れ ば 意 味 が な い 。  

 

6 「 工 期 一 番 、 安 全 二 番 」 で は 誰 も 二 番 の 安 全 の こ と を 考 え な く な る 。  
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No.7 

７ クレーン作業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリート打設用ラフタークレーン 

 

【移動式クレーン作業計画書】：今回のパトロール現場 作業計画書良好 

建設現場で移動式クレーンを用いた作業を安全に行うためには、あらかじめ

移動式クレーンなど車両系機械の状況を確認した上で作業方法を検討し、作

業計画を定めておくことが重要です。またそれらの計画は、事前に作業員に

周知し確実に実行されるものでなければなりません。 
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移動式クレーン作業計画書とは 

移動式クレーンを用いる現場作業を行う際には、「移動式クレーン作業計画書」

の作成が必要になります。 

この書類の作成については、以下の法令によって定められています。 

【安全衛生法第 20 条の 1】 

事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

一 機械、器具その他の設備（以下「機械等」という。）による危険 

【クレーン等安全規則第 66 条の 2（作業の方法等の決定等）】 

1）事業者は、移動式クレーンを用いて作業を行うときは、移動式クレーンの

転倒等による労働者の危険を防止するため、あらかじめ、当該作業に係る場

所の広さ、地形及び地質の状態、運搬しようとする荷の重量、使用する移動式

クレーンの種類及び能力等を考慮して、次の事項を定めなければ ならない。 

一 移動式クレーンによる作業の方法 

二 移動式クレーンの転倒を防止するための方法 

三 移動式クレーンによる作業に係る労働者の配置及び指揮の系統 

2）事業者は、前項各号の事項を定めたときは、当該事項について、作業の開

始前に、関係労働者に周知させなければならない。 

この書類の保存期間は法令等によって明記はされていません。 

しかし、万が一クレーンによる重大災害が発生した場合は監督署の臨検など

で確認を求められるので、一定期間の保管は必要です。 
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【作業計画書 記載例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移動式クレーン作業計画書の作成 

移動式クレーンを使用した作業を行う際に、法令によって作成と周知を行うよ

うに定められている書類です。 

作成せずに作業を行うことは安全管理のされていない危険な状態と判断されて

法令違反になります、作業前に必ず作成しましょう！ 
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No.8 

８ 作業通路・避難通路の掲示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業通路・避難通路（今回のパトロール現場） 

 

【改善を要する事項】 

作業通路・避難通路の掲示 

建設業、その他の業種にとっては、足元が雑然としていると、命にかかわることもありま

す。実は、事故で最も多いものは「転倒」なのです。転んで怪我というケースが非常に多

い。そして死亡事故で最も多いのが「墜落・転落」です。これは高いところから落ちて亡

くなるというものです。どちらも、作業時の足元の不安定さ、不安全さが原因と言えるで

しょう。安全な作業を行うには、まずは足元から確保です。 

今回は、まずは通路の安全についてです。 

通路や足場については、安衛則に規定されています。 
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【安衛則】 

第 10 章 通路、足場等 

 

第 1 節 通路等 

 

（通路） 

第 540 条 

事業者は、作業場に通ずる場所及び作業場内には、労働者が 

使用するための安全な通路を設け、かつ、これを常時有効に 

保持しなければならない。 

 

２ 前項の通路で主要なものには、これを保持するため、 

  通路であることを示す表示をしなければならない。 

 

何よりも大切なこと、全ての原則になることが、この条文です。 

作業者が安全に行き来ができる通路を備えなければなりません。 

そして、常に安全な状態を保持しなければなりません。 

これは屋内であっても、屋外であっても同様です。 

工場や倉庫であれば、作業する場所と通路ははっきりと区別します。 

屋外の工事現場であれば、仮設で通路を設け、車両は立ち入らせないようにします。 

特にここは導線となりますといった、本流の通路などは、掲示や看板を立てて、特に通路

を空けておくようにします。イメージは、道路です。 

道路上に、障害物があると、車は走れなくなりますし、事故や渋滞を引き起こします。 

作業者、労働者の通路も同様なのです。通路には物を置いたりしてはいけません。 

ほんのちょっとの時間だから、という理由でもダメです。 

常に何もない状態。これが大切なのです。 
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No.9 

９ 現場内消火器の設置・取扱責任者の掲示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【改善を要する事項】 

現場内に喫煙所あり、消火器の設置指示 

→ 現場内消火器設置・取扱責任者の掲示 

消火器は置物ではなく、いざ火事になった時に使えるようにしておきましょう。では、ど

こに置くのかを考えてみましょう。消火器はいざというときに使えなくてはいけません。 

火事が起きた時に誰でも消火器の置いてある場所が分かる必要があります。 

 間違っても誰も分からない場所に置かないようにしましょう。 

【今回のパトロール現場】 
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 消火器を表示する 

作業員の通行が多い場所に置いても、気付かない作業員の方もいます。 

親切丁寧に表示をしてあげましょう。現場作業員の通行が多いところに配置する 

消火器はいざというときに使えなくてはいけません。 

火事が起きた時に誰でも消火器の置いてある場所が分かる必要があります。 

 間違っても誰も分からない場所に置かないようにしましょう。 

火元責任者について 
 

“火元責任者” の位置づけ 

 

消防法施行令第４条第２項に以下のような条文があります。…… 

•  「防火管理者の責務として、防火管理者は消防のように供する設備、消防用水も

しくは消火活動上必要な施設の点検及び整備または下記の使用もしくは取り扱いに

関する監督を行うときは、“火元責任者”  その他の防火管理の業務に従事する者

に対し、必要な支持を与えなければならない。」 

つまり、防火管理者の指示に従い、防火管理者の補助をするものとして置かれているのが

“火元責任者” です。 

  

また、防火管理者に作成・提出が義務付けられている“消防計画” にも、“火元責任者

“ の担当者名が明記されます。 
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No.10 

10 法肩の安全確保 

 

 

 

 

 

法肩部の危険度（今回のパトロール現場） 

【改善を要する事項】 

法肩部の安全確保 

法肩部近くでの作業、及び生コン車等の往来時に安定していない法肩部近くの安全性を

考慮して、鉄筋・トラロープで安全確保するより土堰堤・セフティコーン・バリケード設

置等で施工した方が現場の安全が確保されるかを再検討する。 

 

掘削時：土堰堤による法肩部の安全確保 
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No.11 

11 昇降階段の手摺 

 

作業場への昇降階段（今回のパトロール現場） 

 

 

【改善を要する事項】 

昇降階段の手摺設置方法 

昇降階段の手摺・階段の間に隙間があるため、足を踏み外す（墜落する）おそれがある。 

作業員の安全確保（階段からの墜落防止）のため、隙間を設けない工夫として手摺を内 

側に設置する。(従来は、右上図のように手摺は手摺柱の内側に設置する。) 

 三大災害：墜落・転落 

← 手摺：手摺柱の外側に設置されている    
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昇降階段の紹介事例【日工セック㈱：ラク 2 タラップ工法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

ラク 2 タラップ 

アルミ製傾斜自在階段 

ラク２タラップは、単管パイプと自在ステップで組み立てる従来方法の仮設

階段に 代わる安全で軽量な傾斜自在階段です。各種法面における点検階段

や避難通路としても活用されています。 

従来の通路設置作業に対して、高い安全性と大幅な作業効率向上を自社独自

で追求し、開発された傾斜自在昇降階段ユニットで、法面・斜面の強い味方

です！平成 24 年度から 5 年連続 NETIS 認定第 1 位の記録を獲得しまし

た。 

従来の昇降階段と比較 
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昇降階段設置例（従来工法：良好） 

 

 

 

 

 

 

 

昇降階段置例（アルミ製傾斜自在階段：良好） 

手摺：手摺柱の内側に設置されている 

従来の昇降階段と写真比較 
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No.12 

12 信号機付近工事の交通管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交差点信号機付近での工事（現場事務所・工事施工エリア） 

【交通管理】 

交差点は自動車だけでなく歩行者の交通量も多い道路です。信号機・標識も一般道路と比

べて多く設置されているので、運転者が特に注意を払わなければいけない場所であるとい

えるでしょう。 

 ただ、交差点の交通ルールはたくさんあります。そのため、免許を受けてから時間が経過

していると、「この状況はどうすればよかったのか？」と不安を感じる場面もあるかもしれ

ません。 

 道路の通行者に対して必要とする案内・警戒・指示および規制などの情報を一定の様式

で教示・提供を行い、交通の円滑と安全をはかることを目的に設置してください。 

 

今回のパトロール現場 
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No.13 

13 河川工事：オイルマットの準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

オイルマットの充実・準備（対応） 

【改善を要する事項】 河川工事・オイルマットの準備と対応 

【油・オイルが流出した時の対処方法について】 

軽油や重油、ガソリンなどの燃料が道路・河川などに油が流出すると、発火の危険性やそ

の水を利用する水道や農業、水産業などに大きな影響を及ぼすことがあります。また、油

は水中で分解されにくく、油流出を未然に防止するため、油を使用する際には、十分な注

意と対策を行いましょう。今後起こる可能性があるという考えから、オイルマットのスト

ック等の準備対応をしていただきたいと思います。オイルが河川へ流出した場合、現場代

理人・主任技術者・作業員・オペレーター、現場にいるもの全てが重要な処理として対応

してください。 

 

 
 
 
 
 

 

重油流失事故状況①             重油流出事故状況② 

今回のパトロール現場 
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長野県 HP より抜粋 
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No.14 

14 金属アーク溶接作業：特定化学主任者の選任 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金属アーク溶接 
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No.15 

15 現場に掲げる標識等について 

工事現場の標識掲示義務が緩和されています（令和 2 年 10 月から） 

令和 2 年 10 月 1 日から建設現場の標識の掲示義務に関する運用が改

正されています。 その内容について確認しておきましょう。 

 令和 2 年 9 月 30 日までの建設現場の標識 

 改正前は、工事に関わる全ての建設業者が建設現場に標識を掲示しなけ

ればなりませんでした。 

すべての建設業者とは、元請、下請、孫請け、ひ孫請け等、工事を請け負ったすべての建

設業者です。 

規模が大きかったり、下請け業者が多い現場には、10 枚、20 枚の標識が掲示されている

のをよく見かけていました。 

 令和 2 年 10 月 1 日以降の建設現場の標識 

 改正後の標識の掲示は、発注者から直接請け負った業者のみ、すなわち元請業

者のみで良いことになりました。 

 

法改正から施工までの間に、工事に関わる業者がわかるように工事系統図を掲示するとい

う案が出されていましたが、最終的には元請のみということで落ち着いたようです。 

標識の内容には変更はなく、これまでどおりです。 
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【標識サイズ(指定なし)：できるだけ読みやすい大きさにすること】 
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標識サイズ(規定なし)：【読みやすい大きさにすること】 
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No.16 

1６ 大町労働基準監督署資料 
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